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第１ 三重県の海洋生物資源の保存及び管理に関する基本的な考え方 

 

１ 三重県の漁業概観 

本県海域は、伊勢湾海域、伊勢湾口海域及び熊野灘海域に大別され、海岸線の総

延長は 1,088 キロメートルとなっている。 

伊勢湾海域は、砂泥域が広がる内湾の海域であり、いかなご、かたくちいわしな

どの多獲性魚類、あなご類、かれい類などの底生性魚類及びあさり類、はまぐり類

などの貝類の漁場が形成されている。 

伊勢湾口海域は、伊勢湾海域からの内湾水と外洋水が流入する海域であり、まだ

い、すずき類、さわら類など多種多様な魚類、いせえびなどのえび類及びあわび類、

さざえなどの貝類の漁場が形成されている。 

熊野灘海域は、黒潮の影響を強く受ける海域であり、かつお、あじ類、さば類、

ぶり類などの回遊性魚類、いせえびなどのえび類及びあわび類、さざえなどの貝類

の漁場が形成されている。 

  漁業・養殖業生産統計によると、海面における本県属人漁業生産（養殖業を除く）

は、近年、生産量は 15 万トンから 17 万トンまで、生産額は 320 億円から 350 億円

までで比較的安定して推移している。平成 25 年漁業種類別生産量は、まき網漁業

が全体の約半数、次いで機船船びき網漁業が約 17％、かつお一本釣漁業が約 15％、

定置網漁業が約 7％、まぐろはえ縄漁業が約 5％となっており、その他小型機船底

びき網漁業、採貝・採藻漁業、棒受網漁業等多様な漁業種類が営まれている。 

 

 

三重県の漁獲量及び生産額の推移(出典：漁業・養殖業生産統計) 

 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 年 

生産額(百万円) 漁獲量(トン) 漁獲量 生産額 



2 

 

２ 三重県の資源管理実態 

本県では、古くから伊勢湾海域の採貝漁業におけるあさり類、伊勢湾口海域の海

女漁業におけるあわび類や海藻類及び熊野灘海域の刺し網漁業におけるいせえび

などの資源管理に自主的に取り組んでおり、資源の維持が図られている。 

また、昭和 63 年度以降、資源培養管理対策推進事業による地先資源培養管理計

画、資源管理型漁業推進総合対策事業による地域重要資源管理計画や沿岸特定資源

管理計画、複合的資源管理型漁業促進対策事業による広域回遊資源管理計画が策定

され、それぞれの計画に基づいて、採貝漁業や刺し網漁業、小型機船底びき網漁業、

篭漁業、はえ縄漁業などで、漁獲物の体長制限、禁漁区設定、種苗放流、害敵駆除、

操業日数制限、操業時間制限、漁獲量の上限設定、網数制限等様々な資源管理の取

組が行われている。 

さらに、平成 9年からはＴＡＣ制度の下で、さんま、まあじ、まいわし、まさば

及びごまさばを対象とした漁獲量管理（平成 10 年からはするめいかも追加）に、

平成 14 年からは資源回復計画制度の下で、国が策定した「伊勢湾・三河湾小型機

船底びき網漁業対象種資源回復計画（平成 14 年 8月 13 日公表）」及び「伊勢湾・

三河湾イカナゴ資源回復計画（平成 18年 11 月 10 日公表）」に基づき、三重・愛

知両県にまたがるとらふぐ、まあなご及びしゃこ並びいかなご資源について、小型

魚の水揚げ制限や資源量に合わせた解禁日・終漁日の設定、保護区の設定等の資源

管理に取り組んできた。 

 

３ 資源管理の方向性 

本県では、漁業調整規則で規定されている禁止期間や体長等の制限、漁具の制限

及び漁業許可の内容となっている操業期間などの公的管理措置の遵守を徹底する

とともに、これまでに取り組んでいるＴＡＣ管理や資源回復計画に基づく取組も含

め、本指針に基づき、漁業者の自主的な資源管理の取組を促進することにより、本

県の水産資源の維持・回復を推進する。 

なお、本指針における公的管理措置とは、漁業関係法令に基づく各種規制（漁業

権行使規則並びに海区及び広域漁業調整委員会指示を含む。）を指すものとするが、

公的管理措置であっても従来自主的に実施されていた資源管理の取組であって、水

産基本計画（平成 14年 3月閣議決定）に基づく取組の開始された平成 14 年度以降

にこれら公的管理措置に移行したものについては、本指針においては、自主的取組

とみなし、取り扱うものとする。 
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第２ 海洋生物資源等毎の動向及び管理の方向 

【魚種別資源管理】 

１ くろまぐろ 

（１）資源及び漁獲の状況 

   資源の状況については、北太平洋まぐろ類国際科学委員会（ＩＳＣ）において、

現在、1952～2012 年における推定資源量の最低レベルに近いと推定されており、

この背景には、親魚資源が減少し、未成魚を中心に漁獲圧が増加していることが

考えられる。また、水産庁の平成 26 年度国際漁業資源の現況報告によると、資源

水準は低位、資源動向は減少とされている。 

   本県では主に熊野灘海域において、沿岸まぐろはえ縄漁業、ひき縄釣漁業、定

置網漁業などにより漁獲されている。漁獲量（属人）は平成 12 年には 1,000 トン

を超えたが、その後減少に転じ平成 20年以降は 250 トンから 380 トンまでで推移

している。 

 
くろまぐろ漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理目標 

   近年の漁獲動向は低位・安定していることから、自主的管理措置により当該資

源の回復を目標とする。 

（３）資源管理措置 

① 沿岸まぐろはえ縄漁業 

資源水準の低下が顕著となっているくろまぐろを対象として操業を行う場

合、強度の資源管理に取り組むこととする。 

◯ 休漁（強度資源管理） 

  ② ひき縄釣漁業、定置網漁業 

くろまぐろを漁獲対象とする当該漁業については、特定の魚種を選択的に漁

獲することは難しいことから、後述する漁業種類別資源管理により、全ての魚

種を対象に包括的に管理措置を講じることとする。 
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２ かつお 

（１）資源及び漁獲の状況 

   資源の状況については、水産庁の平成 26 年度国際漁業資源の現況報告による

と、資源水準は高位、資源動向は減少とされている。 

   本県では主に熊野灘海域において、かつお一本釣漁業、ひき縄釣漁業などによ

り漁獲されている。漁獲量（属人）は平成 18 年までは 40,000 トンを超えていた

が、その後減少に転じ平成 23 年以降は約 30,000 トンで推移している。 

 
かつお漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理目標 

   近年の漁獲動向は中位・安定していることから、この状況を増加・安定に転じ

させることを目標とする。 

（３）資源管理措置 

  ① かつお一本釣漁業 

漁獲動向を増加・安定させるため、自主的措置として下記の措置を重点的に

取り組むこととする。 

◯ 休漁 

  ② ひき縄釣漁業 

かつおを漁獲対象とする当該漁業については、特定の魚種を選択的に漁獲す

ることは難しいことから、後述する漁業種類別資源管理により、全ての魚種を

対象に包括的に管理措置を講じることとする。 

 

３ ぶり類 

（１）資源及び漁獲の状況 

   資源の状況については、水産庁の平成 26 年度資源評価によると、資源水準は高

位、資源動向は増加とされている。 

   本県では主に伊勢湾口海域から熊野灘海域において、まき網漁業、定置網漁業、

ひき縄釣漁業、釣（一本釣）漁業などにより漁獲されている。漁獲量は平成 6年

から平成 18年までは 1,500 トンから 2,500 トンまでで推移したが、その後増加に
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転じ平成 23年には約 3,500 トンとなり、平成 25年は 2,436 トンであった。 

 
ぶり類漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理目標 

   近年の漁獲動向は高位・安定していることから、この状況を維持・安定させる

ことを目標とする。 

（３）資源管理措置 

   ぶり類を漁獲対象とするまき網漁業、定置網漁業、ひき縄釣漁業、釣（一本釣）

漁業については、特定の魚種を選択的に漁獲することは難しいことから、後述す

る漁業種類別資源管理により、全ての魚種を対象に包括的に管理措置を講じるこ

ととする。 

 

４ ひらめ 

（１）資源及び漁獲の状況 

   資源の状況については、水産庁の平成 26 年度資源評価によると、太平洋中部系

群のひらめは、資源水準は高位、資源動向は増加とされている。 

   本県では全ての海域において、刺し網漁業、定置網漁業などにより漁獲されて

いる。漁獲量は平成 12年には 43トンであったが、その後増加に転じ平成 25年は

94 トンであった。 

 
ひらめ漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 
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（２）資源管理目標 

   近年の漁獲動向は高位・安定していることから、この状況を維持・安定させる

ことを目標とする。 

（３）資源管理措置 

ひらめを漁獲対象とする刺し網漁業、定置網漁業については、特定の魚種を選

択的に漁獲することは難しいことから、後述する漁業種類別資源管理により、全

ての魚種を対象に包括的に管理措置を講じることとする。 

 

５ かれい類 

（１）資源及び漁獲の状況 

   資源の状況については、過去 25年間の本県漁獲量の最大値（平成 10 年:425 ト

ン）と最小値（平成 25 年:42 トン）から資源水準は低位、最近 5年間の漁獲状況

から資源動向は減少と推察される。 

   本県では主に伊勢湾海域から伊勢湾口海域において、小型機船底びき網（まめ

板網、貝桁網等）漁業、刺し網漁業などにより漁獲されている。漁獲量は平成 10

年には 400 トンを超えたが、その後減少に転じ平成 25年は 42 トンであった。 

 
かれい類漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理目標 

   近年の漁獲動向は低位・減少していることから、この状況を増加・安定させる

ことを目標とする。 

（３）資源管理措置 

 かれい類を漁獲対象とする小型機船底びき網（まめ板網、貝桁網等）漁業、刺

し網漁業については、特定の魚種を選択的に漁獲することは難しいことから、後

述する漁業種類別資源管理により、全ての魚種を対象に包括的に管理措置を講じ

ることとする。 
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（１）資源及び漁獲の状況 
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   資源の状況については、水産庁の平成 26 年度資源評価によると、伊勢・三河湾

系群のあなご類は、資源水準は低位、資源動向は減少とされている。 

   本県では主に伊勢湾海域において、篭（あなご篭）漁業、小型機船底びき網（ま

め板網）漁業などで漁獲されている。漁獲量は平成 8年には 400 トンを超えてい

たが、その後減少に転じ平成 19年には一時的に 200 トンに回復したものの、平成

25 年は 40 トンであった。 

 
あなご類漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理目標 

   近年の漁獲動向は低位・減少していることから、この状況を増加・安定させる

ことを目標とする。 

（３）資源管理措置 

  ① 篭（あなご篭）漁業 

    漁獲動向を増加・安定させるため、公的管理措置（漁業権行使規則等）を遵

守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取り組むこととする。 

     ◯ 休漁 

  ② 小型機船底びき網（まめ板網）漁業 

    あなご類を漁獲対象とする当該漁業については、特定の魚種を選択的に漁獲

することは難しいことから、後述する漁業種類別資源管理により、全ての魚種

を対象に包括的に管理措置を講じることとする。 

 

なお、あなご類を漁獲対象とする上記①及び②の漁業については、「伊勢湾・

三河湾小型機船底びき網漁業対象種資源回復計画（平成 14年 8月 13 日公表）」

で取り組んできた小型魚の再放流等の措置についても取り組み、資源の増加・安

定に努める必要がある。 

 

７ まだい 

（１）資源及び漁獲の状況 

   資源の状況については、水産庁の平成 26 年度資源評価によると、太平洋中部系
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群のまだいは、資源水準は中位、資源動向は横ばいとされている。 

   本県では主に伊勢湾口海域から熊野灘海域において、刺し網漁業、定置網漁業、

釣（一本釣）漁業などにより漁獲されている。漁獲量は周期的な増減を繰り返し

ており、平成 23年には 450 トンを超えたが、平成 25年は 286 トンであった。 

 
まだい漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理目標 

   近年の漁獲動向は中位・減少していることから、この状況を増加・安定させる

ことを目標とする。 

（３）資源管理措置 

まだいを漁獲対象とする刺し網漁業、定置網漁業、釣（一本釣）漁業について

は、特定の魚種を選択的に漁獲することは難しいことから、後述する漁業種類別

資源管理により、全ての魚種を対象に包括的に管理措置を講じることとする。 

 

８ いさき 

（１）資源及び漁獲の状況 

   資源の状況については、過去 19年間の本県漁獲量の最大値（平成 21 年:524 ト

ン）と最小値（平成 12 年:268 トン）から資源水準は高位、最近 5 年間の漁獲状

況から資源動向は横ばいと推察される。 

   本県では主に伊勢湾口海域から熊野灘海域において、釣（一本釣）漁業、定置

網漁業などにより漁獲されている。漁獲量は周期的な増減がみられ平成 21 年に

500トンを超えたが、平成23年以降は450トンから470トンまでで推移している。 
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いさき漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理目標 

   近年の漁獲動向は高位・安定していることから、この状況を維持・安定させる

ことを目標とする。 

（３）資源管理措置 

 いさきを漁獲対象とする釣（一本釣）漁業、定置網漁業については、特定の魚

種を選択的に漁獲することは難しいことから、後述する漁業種類別資源管理によ

り、全ての魚種を対象に包括的に管理措置を講じることとする。 

 

９ さわら類 

（１）資源及び漁獲の状況 

   資源の状況については、過去 25年間の本県漁獲量の最大値（平成 25 年:362 ト

ン）と最小値（平成 9年:5 トン）から資源水準は高位、最近 5年間の漁獲状況か

ら資源動向は増加と推察される。 

   本県では主に伊勢湾海域から伊勢湾口海域において、刺し網（さわら流し網）

漁業、ひき縄釣漁業などにより漁獲されている。漁獲量は平成 9年には 5トンま

で減少したが、その後増加に転じ平成 25 年は 362 トンであった。 

 
さわら類漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 
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（２）資源管理目標 

   近年の漁獲動向は高位・増加していることから、この状況を維持・安定させる

ことを目標とする。 

（３）資源管理措置 

  ① 刺し網（さわら流し網）漁業 

    漁獲動向を維持・安定させるため、公的管理措置（漁業調整規則、許可内容

及び制限又は条件等）を遵守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的

に取り組むこととする。 

○ 休漁 

    上記の措置のほか、漁具制限等の措置についても取り組み、資源の維持・安

定に努める必要がある。 

② ひき縄釣漁業 

さわら類を漁獲対象とする当該漁業については、特定の魚種を選択的に漁獲

することは難しいことから、後述する漁業種類別資源管理により、全ての魚種

を対象に包括的に管理措置を講じることとする。 

 

１０ いかなご 

（１）資源及び漁獲の状況 

   資源の状況については、水産庁の平成 26 年度資源評価によると、伊勢・三河湾

系群のいかなごは、資源水準は中位、資源動向は横ばいとされている。 

   本県では主に伊勢湾海域において、機船船びき網（ばっち網、いわし・いかな

ご船びき網、いかなご船びき網、伊勢湾口いわし・いかなご船びき網、親いかな

ご船びき網）漁業などにより漁獲されている。漁獲量は平成 20 年、21 年には極

端な不漁が続いたが平成 22年は 11,199 トン、平成 25年は 7,125 トンであった。 

 
いかなご漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理目標 

   近年の漁獲動向は中位・横ばいとなっていることから、この状況を増加・安定

させることを目標とする。 
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（３）資源管理措置 

   いかなごを漁獲対象とする機船船びき網漁業については、漁獲動向を増加・安

定させるため、公的管理措置（漁業調整規則、許可内容、制限又は条件及び漁業

調整委員会指示等）を遵守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取

り組むこととする。 

○ 操業期間制限 

上記の措置のほか、「伊勢湾・三河湾イカナゴ資源回復計画（平成 18 年 11 月

10 日公表）」で取り組んできた漁獲物規制（産卵親魚の保護）及び操業区域の制

限（夏眠場所の保護）等の措置についても取り組み、資源の増加・安定に努める

必要がある。 

 

１１ かさご 

（１）資源及び漁獲の状況 

   本県では主に伊勢湾口海域から熊野灘海域において、はえ縄（かさごはえ縄）

漁業、刺し網漁業などにより漁獲されている。本県において最も多く漁獲されて

いる伊勢湾口海域の漁獲量は平成 22年には極端に増加したが、概ね 30トンから

50 トンまでで推移しており、平成 25 年は 33トンであった。 

 
伊勢湾口海域におけるかさご漁獲量の推移（出典：漁協資料） 

（２）資源管理目標 

   近年の漁獲動向は安定しているが、この状況を増加・安定させることを目標と

する。 

（３）資源管理措置 

  ① はえ縄（かさごはえ縄）漁業 

漁獲動向を増加・安定させるため、公的管理措置（漁業権行使規則等）を遵

守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取り組むこととする。 

    遊木地区 

◯ 休漁 

◯ 漁獲物規制（体長の制限） 
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    上記以外の地区 

     ◯ 休漁 

上記の措置のほか、漁具制限及び種苗放流等の措置についても取り組み、資

源の増加・安定に努める必要がある。 

  ② 刺し網漁業 

かさごを漁獲対象とする当該漁業については、特定の魚種を選択的に漁獲す

ることは難しいことから、後述する漁業種類別資源管理により、全ての魚種を

対象に包括的に管理措置を講じることとする。 

 

１２ とらふぐ 

（１）資源及び漁獲の状況 

   資源の状況については、水産庁の平成 26 年度資源評価によると、伊勢・三河湾

系群のとらふぐは、資源水準は低位、資源動向は減少とされている。 

   本県では全ての海域においてはえ縄（ふぐはえ縄）漁業により、また、伊勢湾

海域では小型機船底びき網（まめ板網）漁業などにより漁獲されている。三重・

愛知両県の漁獲量は平成 14 年に 500 トンを超えたが、その後減少に転じ平成 25

年は両県で 78 トンであった。 

 
三重・愛知両県のとらふぐ漁獲量の推移（出典：平成 26度資源評価） 

（２）資源管理目標 

   近年の漁獲動向は低位・減少していることから、この状況を増加・安定させる

ことを目標とする。 

（３）資源管理措置 

  ① はえ縄（ふぐはえ縄）漁業 

    漁獲動向を増加・安定させるため、公的管理措置（海区漁業調整委員会指示

等）を遵守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取り組むことと

する。 

    伊勢湾海域及び伊勢湾口海域 

○ 休漁 
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◯ 漁獲物規制（体重の制限） 

（三重･愛知両県漁業者の合意に基づく措置） 

    熊野灘海域 

     ◯ 休漁 

  ② 小型機船底びき網（まめ板網）漁業 

    とらふぐを漁獲対象とする当該漁業については、特定の魚種を選択的に漁獲

することは難しいことから、後述する漁業種類別資源管理により、全ての魚種

を対象に包括的に管理措置を講じることとする。 

 

なお、伊勢湾海域及び伊勢湾口海域において、とらふぐを漁獲対象とする上記

①及び②の漁業については、「伊勢湾・三河湾小型機船底びき網漁業対象種資源

回復計画（平成 14 年 8 月 13 日公表）」取り組んできた種苗放流及び小型魚の放

流等の措置についても取り組み、資源の増加・安定に努める必要がある。 

 

１３ いせえび 

（１）資源及び漁獲の状況 

   資源の状況については、過去 25年間の本県漁獲量の最大値（平成 24 年:243 ト

ン）と最小値（平成 2 年:99 トン）から資源水準は高位、最近 5 年間の漁獲状況

から資源動向は横ばいと推察される。 

   本県では主に伊勢湾口海域から熊野灘海域において、いせえび刺し網漁業など

により漁獲されている。漁獲量は平成 10年までは 150 トン未満であったが、その

後増加に転じ平成 18年を除き 200 トンを超えており、平成 25 年は 228 トンであ

った。 

 
いせえび漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理目標 

   近年の漁獲動向は高位・安定していることから、この状況を維持・安定させる

ことを目標とする。 

（３）資源管理措置 
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   いせえびを漁獲対象とするいせえび刺し網漁業については、漁獲動向を維持・

安定させるため、公的管理措置（漁業調整規則、許可内容、制限又は条件及び漁

業権行使規則等）を遵守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取り

組むこととする。 

   大王船越、和具、贄浦の各地区 

○ 休漁 

◯ 漁獲物規制（体重の制限） 

   上記以外の地区 

    ◯ 休漁 

   上記の措置のほか、稚エビの再放流、禁漁区の設定及び漁場造成等の措置につ

いても取り組み、資源の維持・安定に努める必要がある。 

 

１４ あわび類 

（１）資源及び漁獲の状況 

   資源の状況については、過去 25 年間の本県漁獲量の最大値（平成元年:409 ト

ン）と最小値（平成 23 年:48 トン）から資源水準は低位、最近 5年間の漁獲状況

から資源動向は減少と推察される。 

   本県では主に伊勢湾口海域から熊野灘海域において、採貝（あわび）漁業、潜

水器漁業などにより漁獲されている。漁獲量は平成 6年には 229 トンであったが、

その後減少に転じ平成 25 年は 62 トンであった。 

 
あわび類漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理目標 

   近年の漁獲動向は低位・減少していることから、この状況を増加・安定させる

ことを目標とする。 

（３）資源管理措置 

   あわび類を漁獲対象とする採貝（あわび）漁業、潜水器漁業については、漁獲

動向を増加・安定させるため、公的管理措置（漁業調整規則、許可内容、制限又

は条件及び漁業権行使規則等）を遵守するほか、自主的措置として下記の措置を
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重点的に取り組むこととする。 

○ 休漁 

   上記の措置のほか、漁獲物規制、操業時間制限、種苗放流、害敵駆除及び漁場

造成等の措置についても取り組み、資源の増加・安定に努める必要がある。 

 

１５ あさり類 

（１）資源及び漁獲の状況 

   資源の状況については、過去 25年間の本県漁獲量の最大値（平成 3年:11,638

トン）と最小値（平成 22 年:1,267 トン）から資源水準は低位、最近 5 年間の漁

獲状況から資源動向は横ばいと推察される。 

   本県では主に伊勢湾海域において、採貝（あさり）漁業、小型機船底びき網（貝

桁網）漁業などにより漁獲されている。漁獲量は平成 7年には 8,909 トンであっ

たが、その後減少に転じ平成 19年までは約 3,000 トンで推移したが、平成 25年

は 1,976 トンであった。 

 
あさり類漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理目標 

   近年の漁獲動向は低位・減少していることから、この状況を増加・安定させる

ことを目標とする。 

（３）資源管理措置 

  ① 採貝（あさり）漁業 

    漁獲動向を増加・安定させるため、公的管理措置（漁業調整規則及び漁業権

行使規則等）を遵守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取り組

むこととする。 

    伊勢湾海域の松阪地区 

◯ 休漁 

     ◯ 操業時間制限（１日あたりの操業時間制限） 

    上記措置のほか、漁獲物規制、漁獲量制限（１業者１日あたりの漁獲量制限）、

移植放流、害敵駆除及び干潟造成等の措置についても取り組み、資源の増加・
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安定に努める必要がある。 

    伊勢湾海域の松阪地区以外の地区 

◯ 休漁 

     ◯ 漁獲量制限（１業者１日あたりの漁獲量制限） 

    上記以外の海域 

○ 休漁 

    上記の措置のほか、漁獲物規制、操業時間制限、移植放流、害敵駆除及び干

潟造成等の措置についても取り組み、資源の増加・安定に努める必要がある。 

  ② 小型機船底びき網（貝桁網）漁業 

    あさり類を漁獲対象とする当該漁業については、特定の魚種を選択的に漁獲

することは難しいことから、後述する漁業種類別資源管理により、全ての魚種

を対象に包括的に管理措置を講じることとする。 

 

１６ はまぐり類 

（１）資源及び漁獲の状況 

   資源の状況については、過去 25年間の本県漁獲量の最大値（平成 25 年:192 ト

ン）と最小値（平成 7年:1 トン）から資源水準は高位、最近 5年間の漁獲状況か

ら資源動向は増加と推察される。 

   本県では主に伊勢湾海域奥部木曽三川河口地区において、採貝（はまぐり）漁

業、小型機船底びき網（貝桁網）漁業などにより漁獲されている。本県において

最も多く漁獲されている木曽三川河口地区の漁獲量は、関係者による長年にわた

る種苗放流等の効果もあり、平成 7年には 1トンであったが、その後増加に転じ

平成 25 年は 192 トンであった。 

 
はまぐり漁獲量の推移（出典：漁協資料） 

（２）資源管理目標 

近年の漁獲動向は高位・増加していることから、この状況を維持・安定させる

ことを目標とする。 

（３）資源管理措置 
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  ① 採貝（はまぐり）漁業 

    漁獲動向を維持・安定させるため、公的管理措置（漁業調整規則及び漁業権

行使規則等）を遵守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取り組

むこととする。 

    木曽三川河口地区 

◯ 休漁 

◯ 漁獲量制限（１業者１日あたりの漁獲量制限） 

    上記以外の地区 

     ○ 休漁 

    上記の措置のほか、操業時間制限及び種苗放流等の措置についても取り組み、

資源の維持・安定に努める必要がある。 

  ② 小型機船底びき網（貝桁網）漁業 

    はまぐり類を漁獲対象とする当該漁業については、特定の魚種を選択的に漁

獲することは難しいことから、後述する漁業種類別資源管理により、全ての魚

種を対象に包括的に管理措置を講じることとする。 

 

１７ しじみ 

（１）資源及び漁獲の状況 

   資源の状況は、過去 25 年間の本県漁獲量の最大値（平成元年:5,535 トン）と

最小値（平成 25 年:1,004 トン）から資源水準は低位、最近 5 年間の漁獲状況か

ら資源動向は横ばいと推察される。 

   本県では主に伊勢湾海域奥部木曽三川河口地区において、採貝（しじみ）漁業、

小型機船底びき網（貝桁網）漁業などにより漁獲されている。本県で最も多く漁

獲されている木曽三川河口地区の漁獲量は、平成 8年には 2,500 トンを超えてい

たが、その後減少に転じ平成 15年以降は１,000 トン以上で推移し、平成 25 年は

1,004 トンであった。 

 
しじみ漁獲量の推移（出典：漁協資料） 

（２）資源管理目標 
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   近年の漁獲動向は低位・安定していることから、この状況を増加・安定させる

ことを目標とする。 

（３）資源管理措置 

  ① 採貝（しじみ）漁業 

    漁獲動向を増加させるため、公的管理措置（漁業権行使規則等）を遵守する

ほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取り組むこととする。 

    木曽三川河口地区 

◯ 休漁 

◯ 漁獲量制限（１業者１日あたりの漁獲量制限） 

    上記以外の地区 

     ○ 休漁 

    上記の措置のほか、操業時間制限、漁獲量制限等の措置についても取り組み、

資源の増加・安定に努める必要がある。 

  ② 小型機船底びき網（貝桁網）漁業 

    しじみを漁獲対象とする当該漁業については、特定の魚種を選択的に漁獲す

ることは難しいことから、後述する漁業種類別資源管理により、全ての魚種を

対象に包括的に管理措置を講じることとする。 

 

１８ するめいか 

（１）資源及び漁獲の状況 

   資源の状況については、水産庁の平成 26 年度資源評価によると、冬季発生系群

のするめいかは、資源水準は中位、資源動向は横ばいであるとされている。 

   本県では主に熊野灘海域において、まき網漁業、いか釣漁業、定置網漁業など

により漁獲されている。漁獲量は周期的な増減がみられ平成 16 年には 1,500 トン

を超えたが、その後は減少に転じ平成 25 年は 390 トンであった。 

 
するめいか漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理目標 

   近年の漁獲動向は低位・減少していることから、この状況を増加・安定させる
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ことを目標とする。 

（３）資源管理措置 

  ① いか釣漁業 

    漁獲動向を増加・安定させるため、公的管理措置（海洋生物資源の保存及び

管理に関する法律及び漁業調整規則等）を遵守するほか、自主的措置として、

下記の措置を重点的に取り組むこととする。 

○ 休漁 

    上記の措置のほか、操業区域制限、小型いかの再放流等の措置についても取

り組み、資源の増加・安定に努める必要がある。 

  ② まき網漁業、定置網漁業 

するめいかを漁獲対象とする当該漁業については、特定の魚種を選択的に漁

獲することは難しいことから、後述する漁業種類別資源管理により、全ての魚

種を対象に包括的に管理措置を講じることとする。 

 

１９ たこ類 

（１）資源及び漁獲の状況 

   資源の状況は、過去 25 年間の本県漁獲量の最大値（平成 19 年:823 トン）と最

小値（平成 21 年:322 トン）から資源水準は低位、最近 5 年間の漁獲状況から資

源動向は増加と推察される。 

   本県では全ての海域において、たこ（たこつぼ）漁業などにより漁獲されてい

る。漁獲量は平成 19 年には 800 トンを超える漁獲があったが、平成 25 年は 485

トンであった。 

 
たこ類漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理目標 

   近年の漁獲動向は低位・安定していることから、この状況を増加・安定させる

ことを目標とする。 

（３）資源管理措置 

   たこ類を漁獲対象とするたこ（たこつぼ）漁業については、漁獲動向を増加・
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安定させるため、公的管理措置（漁業権行使規則等）を遵守するほか、自主的措

置として下記の措置を重点的に取り組むこととする。 

○ 休漁 

   上記の措置のほか、漁具制限及び小型たこの再放流等の措置についても取り組

み、資源の増加・安定に努める必要がある。 

 

【漁業種類別資源管理】 

１ 小型機船底びき網（まめ板網、たたき網、備前網、えびびき網、餌料びき網、貝

桁網、なまこ桁網、餌料桁網）漁業 

（１）漁獲の状況 

   当該漁業の漁獲量は平成 7年には 13,395 トンであったが、その後減少に転じ平

成 25年は 2,951 トンであった。 

当該漁業は主に伊勢湾海域から伊勢湾口海域において、あなご類、かれい類、

とらふぐなどの魚類、あさり類、その他貝類などの貝類、たこ類などを漁獲対象

としており、特定の魚種を選択的に漁獲することは難しいことから、全ての魚種

を対象に包括的に管理措置を講じることとする。 

主な漁獲対象の本県漁獲量は、前述のとおり、あなご類では平成 8年に 400 ト

ンを超えたがその後減少に転じ平成 25年は 40 トン、かれい類は平成 10年に 400

トンを超えたがその後減少に転じ平成 25 年は 42トン、とらふぐは三重・愛知両

県で平成 14年に 500 トンを超えたがその後減少に転じ平成 25 年は 78トン、あさ

り類は平成7年に8,909トンであったがその後減少に転じ平成25年は1,976トン、

たこ類は平成 19年に 800 トンを超えたが平成 25年は 485 トンであった。 

 
小型機船底びき網漁業漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理措置 

   漁獲動向を増加・安定させるため、公的管理措置（海洋生物資源の保存及び管

理に関する法律、漁業調整規則、許可内容及び制限又は条件等）を遵守するほか、

自主的措置として下記の措置を重点的に取り組むこととする。 

  ① 小型機船底びき網（まめ板網）漁業 
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   ◯ 休漁 

◯ 操業日数制限 

  ② 上記①以外の小型機船底びき網漁業 

     ◯ 休漁 

   上記の措置のほか、「伊勢湾・三河湾小型機船底びき網漁業対象種資源回復計

画（平成 14年 8月 13 日公表）」で取り組んできた種苗放流及び小型魚の放流等

の措置についても取り組み、資源の増加・安定に努める必要がある。 

 

２ 機船船びき網（ばっち網、いわし･いかなご船びき網、伊勢湾口いわし・しかなご

船びき網、親いかなご船びき網、さより船びき網、しらうお船びき網、いわし船び

き網）漁業 

（１）漁獲の状況 

   当該漁業の漁獲量は平成 11年、18 年に 30,000 トンを、平成 20年には 35,000

トンを超え、平成 25年は 27,702 トンであった。 

当該漁業は主に伊勢湾海域から伊勢湾口海域において、かたくちいわし、しら

す、いかなごなどの魚類を漁獲対象としており、特定の魚種を選択的に漁獲する

ことは難しいことから、全ての魚種を対象に包括的に管理措置を講じることとす

る。 

主な漁獲対象の本県漁獲量は、かたくちいわしでは平成 20年、21年に 36,000

トンを超えたが平成 23 年以降は 28,000 トンから 30,000 トンまでで推移してい

る。また、前述のとおり、いかなごは極端な不漁もあるが平成 22年は 11,199 ト

ン、平成 25年は 7,125 トンであった。 

 
機船船びき網漁業漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理措置 

   漁獲動向を維持・安定させるため、公的管理措置（海洋生物資源の保存及び管

理に関する法律、漁業調整規則、許可内容及び制限又は条件等）を遵守するほか、

自主的措置として下記の措置を重点的に取り組むこととする。 

  ① いかなごを漁獲対象とする機船船びき網漁業 
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   ◯ 操業期間制限 

  上記措置のほか、「伊勢湾・三河湾イカナゴ資源回復計画（平成 18年 11 月

10 日公表）」で取り組んできた漁獲物規制（産卵親魚の保護）及び操業区域の

制限（夏眠場所の保護）等の措置についても取り組み、資源の維持・安定に努

める必要がある。 

② 上記①以外の機船船びき網漁業 

   ◯ 休漁 

    上記の措置のほか、操業期間制限等の措置についても取り組み、資源の維持・

安定に努める必要がある。 

 

３ まき網（中型まき網、小型まき網）漁業 

（１）漁獲の状況 

当該漁業の漁獲量は平成21年以降増加に転じ平成21年に60,000トンを超えた

が、平成 25年は 48,784 トンであった。 

当該漁業は全ての海域において、さば類、かたくちいわし、うるめいわし、ぶ

り類などの魚類やいか類を漁獲対象としており、特定の魚種を選択的に漁獲する

ことは難しいことから、全ての魚種を対象に包括的に管理措置を講じることとす

る。 

主な漁獲対象の本県漁獲量は、さば類では平成 16年に 10,953 トンであったが

その後増加に転じ平成 25 は 36,661 トン、かたくちいわしは平成 20 年、21 年に

36,000トンを超えたが平成23年以降は28,000トンから30,000トンまでで推移、

うるめいわしは平成 18 年に 2,099 トンであったがその後増加に転じ平成 25年は

4,998 トンであった。また、前述のとおり、ぶり類は平成 6年から平成 18 年まで

は 1,500 トンから 2,500 トンまでで推移し平成 25年は 2,436 トンであった。 

 
まき網漁業漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理措置 

   漁獲動向を維持・安定させるため、公的管理措置（海洋生物資源の保存及び管

理に関する法律、漁業調整規則、許可内容及び制限又は条件等）を遵守するほか、
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自主的措置として下記の措置を重点的に取り組むこととする。 

  ◯ 休漁 

   上記の措置のほか、操業期間制限等の措置についても取り組み、資源の維持・

安定に努める必要がある。 

 

４ 刺し網漁業 

（１）漁獲の状況 

   当該漁業の漁獲量は平成 7年から 9年までは 1,400 トンを超えたが、その後減

少に転じ平成 25年は 1,014 トンであった。 

   当該漁業は主に熊野灘海域において、ひらめ、かれい類、まだい、かさご、さ

わら類などの魚類やさざえなどの貝類を漁獲対象としており、特定の魚種を選択

的に漁獲することは難しいことから、全ての魚種を対象に包括的に管理措置を講

じることとする。 

   主な漁獲対象の本県漁獲量は、前述のとおり、ひらめでは平成 12年に 43トン

であったが、その後増加に転じ平成 25年は 94 トン、かれい類は平成 10年に 400

トンを超えたが、その後減少に転じ平成 25 年は 42 トン、まだいは平成 23 年に

450 トンを超えたが平成 25年は 286 トン、かさごの伊勢湾口海域の漁獲量は概ね

30 トンから 50 トンまでで推移しており平成 25 年は 33 トンであった。また、さ

ざえは平成9年に1,076トンであったが平成22年以降は500トンから600トンま

でで推移している。 

 
刺し網漁業漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理措置 

   漁獲動向を増加・安定させるため、公的管理措置（漁業調整規則、許可内容、

制限又は条件、漁業権行使規則等）を遵守するほか、自主的措置として下記の措

置を重点的に取り組むこととする。 

 ◯ 休漁 

上記の措置のほか、漁獲物規制、種苗放流及び小型魚の再放流等の措置につい

ても取り組み、資源の増加・安定に努める必要がある。 
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５ 棒受網（さんま棒受網、めじか棒受網）漁業 

（１）漁獲の状況 

当該漁業の漁獲量は冬季に南下来遊するさんまに依存しており、平成 18年には

4,500 トンを超えたが、その後減少に転じ平成 25年は 1,181 トンであった。 

   当該漁業は主に熊野灘海域において、さんま、そうだがつお類などの魚類を漁

獲対象としており、特定の魚種を選択的に漁獲することは難しいことから、全て

の魚種を対象に包括的に管理措置を講じることとする。 

主な漁獲対象の本県漁獲量は、さんまでは平成 18 年、20 年に 5,000 トン超え

たがその後減少に転じ平成 25 年は 1,216 トン、そうだがつお類では平成 14年に

3,000 トンを超えたがその後減少に転じ平成 25 年は 836 トンであった。 

 
棒受網漁業漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理措置 

   漁獲動向を増加・安定させるため、公的管理措置（海洋生物資源の保存及び管

理に関する法律、漁業調整規則、許可内容及び制限又は条件）を遵守するほか、

自主的措置として下記の措置を重点的に取り組むこととする。 

 ◯ 休漁 

上記の措置のほか、操業期間制限及び漁獲量制限等の措置についても取り組み、

資源の増加・安定に努める必要がある。 

 

６ 定置網（大型定置網、小型定置網、つぼ網など）漁業 

（１）漁獲の状況 

当該漁業の漁獲量は平成 6年以降 10,000 トンから 15,000 トンまでで推移して

おり、平成 25 年は 10,297 トンであった。 

当該漁業は全ての海域において、まあじ、さば類、ぶり類、まだい、いさき、

くろまぐろなどの魚類やいか類を漁獲しており、特定の魚種を選択的に漁獲する

ことは難しいことから、全ての魚種を対象に包括的に管理措置を講じることとす

る。 
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主な漁獲対象の本県漁獲量は、まあじでは平成 9年に 10,000 トンを超えたが、

その後減少に転じ平成 25 年は 2,248 トン、さば類は平成 16 年に 10,953 トンであ

ったがその後増加に転じ平成 25は 36,661 トンであった。また、前述のとおり、

ぶり類は平成6年から平成18年までは1,500トンから2,500トンまでで推移し平

成 25年は 2,436 トン、まだいは平成 23年に 450 トンを超えたが平成 25年は 286

トン、いさきは平成21年に 500トンを超えたが平成23年以降は 450トンから470

トンまでで推移、くろまぐろは平成20年以降は250トンから380トンまでで推移、

するめいかは平成16年に1,500トンを超えたがその後減少に転じ平成25年は390

トンであった。 

 
定置網漁業漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理措置 

漁獲動向を維持・安定させるため、公的管理措置（海洋生物資源の保存及び管

理に関する法律、漁業調整規則、免許内容及び漁業権行使規則等）を遵守するほ

か、自主的措置として下記の措置を重点的に取り組むこととする。 

○ 休漁 

また、資源水準の低下が顕著となっているくろまぐろを対象として操業を行う

場合には、強度の資源管理に取り組む必要がある。 

◯ 休漁（強度資源管理） 

さらに、上記の措置のほか、種苗放流や小型魚の再放流等の措置についても取

り組み、資源の維持・安定に努める必要がある。 

 

７ ひき縄釣漁業 

（１）漁獲の状況 

当該漁業の漁獲量は平成 12年に 2,840 トンであったが、その後減少に転じ平成

25 年は 480 トンであった。 

   当該漁業は全ての海域において、くろまぐろ、かつお、ぶり類、さわら類など

の魚類を漁獲対象としており、特定の魚種を選択的に漁獲することは難しいこと

から、全ての魚種を対象に包括的に管理措置を講じることとする。 
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主な漁獲対象の本県漁獲量は、前述のとおり、くろまぐろでは平成 20 年以降は

250 トンから 380 トンまでで推移、かつおは平成 18 年に 40,000 トンであったが

その後減少に転じ平成 21 年以降約 30,000 トンで推移、ぶり類は平成 6年から平

成 18年までは 1,500 トンから 2,500 トンまでで推移し平成 25 年は 2,436 トン、

さわら類は平成9年に5トンであったがその後増加に転じ平成25年は362トンで

あった。 

 
ひき縄釣漁業漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理措置 

漁獲動向を増加・安定させるため、自主的措置として下記の措置を重点的に取

り組むこととする。 

    ◯ 休漁 

   また、資源水準の低下が顕著となっているくろまぐろを対象として操業を行う

場合には、強度の資源管理に取り組む必要がある。 

◯ 休漁（強度資源管理） 

さらに、上記の措置のほか、小型魚の再放流等の措置についても取り組み、資

源の増加・安定に努める必要がある。 

 

８ 釣（一本釣）漁業 

（１）漁獲の状況 

当該漁業の漁獲量は平成 6年に 1,759 トンであったが、その後減少に転じ平成

23 年以降は約 800 トンで推移している。 

当該漁業は全ての海域において、ぶり類、まだい、いさき、すずき類などの魚

類を漁獲しており、特定の魚種を選択的に漁獲することは難しいことから、全て

の魚種を対象に包括的に管理措置を講じることとする。 

主な漁獲対象の本県漁獲量は、前述のとおり、ぶり類では平成 6年から平成 18

年までは 1,500 トンから 2,500 トンまでで推移し平成 25年は 2,436 トン、まだい

は平成 23年に 450 トンを超えたが平成 25年は 286 トン、いさきは平成 21年に

500 トンを超えたが平成 23年以降は 450 トンから 470 トンまでで推移している。
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また、すずき類は平成 11 年から 13年までは 450 トンを超えたがその後減少に転

じ平成 22年以降 250 トンから 306 トンまでで推移している。 

 
釣（一本釣）漁業漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理措置 

  ① いさきを漁獲対象とする釣（一本釣）漁業 

    漁獲動向を増加・安定させるため、自主的措置として下記の措置を重点的に

取り組むこととする。 

    和具・長島町の各地区 

○ 休漁 

◯ 漁獲物規制（体長の制限） 

    上記以外の地区 

     ◯ 休漁 

  ② 上記①以外の釣（一本釣）漁業 

    漁獲動向を増加・安定させるため、公的管理措置（漁業調整規則、漁業権行

使規則等）を遵守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取り組む

こととする。 

  ◯ 休漁 

    上記の措置のほか、種苗放流及び小型魚の再放流等の措置についても取り組

み、資源の増加・安定に努める必要がある。 

 

９ 採貝・採藻漁業 

（１）漁獲の状況 

当該漁業の漁獲量は平成 6年には 12,000 トンを超えたが、その後減少に転じ平

成 23年以降は約 4,000 トンで推移している。 

   当該漁業は伊勢湾海域においてはあさり類やばかがいなどの貝類、伊勢湾口海

域から熊野灘海域においてはあわび類やさざえなどの貝類、あらめやひじきなど

の藻類を漁獲対象としており、特定の魚種を選択的に漁獲することは難しいこと

から、全ての魚種を対象に包括的に管理措置を講じることとする。 
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主な漁獲対象の本県漁獲量は、前述のとおり、あさり類では平成 7 年に 8,909

トンであったがその後減少に転じ平成 25 年は 1,976 トン、あわび類は平成 6年に

229 トンであったがその後減少に転じ平成 25 年は 62 トンであった。また、さざ

えは平成 9年に 1,076 トンであったが、平成 22 年以降は 500 トンから 600 トンま

でで推移、海藻類は平成 19年に 2,718 であったが、平成 20年以降は 1,300 トン

から 2,200 トンまでで推移している。 

 
採貝･採藻漁業漁獲量の推移（出典：漁業・養殖業生産統計） 

（２）資源管理措置 

   漁獲動向を増加・安定させるため、公的管理措置（漁業調整規則及び漁業権行

使規則等）を遵守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取り組むこ

ととする。 

    ◯ 休漁 

   上記の措置のほか、操業時間制限、小型貝類の再放流及び藻場造成等の措置に

ついても取り組み、資源の増加・安定に努める必要がある。 

 

第３ その他 

本資源管理指針に従い、関係する漁業者等が資源管理計画を定めた場合には、同

計画に記載される資源管理措置について各関係漁業者は誠実に履行することが必

要であるため、三重県資源管理協議会は、別紙に記載する手段を用い、その履行を

適切に確認することとし、各関係漁業者は、同協議会の行う履行確認に積極的に協

力しなければならない。 

また、漁獲量把握システム（漁獲量トレースシステム）も併せて活用することと

する。 

さらに、各関係漁業者は、休漁期間中も含め、種苗放流や漁場整備などの取組に

積極的に参加し、資源の増大に努めるとともに、水質の保全、藻場及び干潟の保全

及び造成、森林の保全及び整備等により漁場環境の改善にも引き続き取り組む必要

がある。 

また、県においても魚礁の設置、藻場・干潟の保護及び造成による資源の培養や
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水質の保全、森林の保全及び整備による漁場環境の改善等に取り組むこととする。 



30 

 

                                 別紙 

 

         資源管理措置の履行確認の手段について 

 

 各漁業者の行う資源管理措置の履行確認にあたっては、下表の左欄の資源管理措置

ごとに、右欄に掲げる各履行確認手段を用いることとし、併せて漁獲量把握システム

も活用するものとする。 

 

資源管理措置 履行確認手段 備 考 

休漁  

操業日誌 

漁協出荷状況（水揚）データ 

網（魚捕部）の陸揚げ写真  等 

 

 

漁獲量規制  

操業日誌 

漁協出荷状況（水揚）データ  等 

 

 

操業規制  

操業日誌 

漁協水揚データ、漁協記録簿   等 

 

 

漁獲物規制 

体長制限 

体重制限 

 

漁協水揚データ、水揚物の写真 

漁協水揚データ、漁協引取データ   等 

 

 

 

 


